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平成２９年度事業報告書 

 

平成２９年度においては、平成２９年度事業計画に基づき内外の情勢に対応すべく各

事業を実施し、以下に述べるとおり概ね当初の計画どおりの成果を上げることができた。 

 

第一 環境経営情報普及事業 

 

１．公害防止研修・環境教育等事業 

 

（１）公害防止管理者等国家試験受験支援 

① 公害防止管理者等国家試験受験講習会 

公害防止管理者等国家試験前の受験対策講習会として、平成２９年６月～平成２９年

９月に公害防止管理者等国家試験受験講習会（３日間集中コース、休日２日間コース、

科目別コース）を全国１０都市（札幌、仙台、東京、静岡、名古屋、大阪、岡山、広島、

高松、福岡）で計３１回開催し、受講者は１,７３１名であった。 

また、大気・水質の３日間コースをコアとして、公害防止管理者試験の学習に必要な

化学・物理・数学等の基礎知識を学習するための基礎講座をその前日に、国家試験の本

番と同じ環境を再現して模試及び正答解説を行うプレ演習を３日間コースの翌日に組み

込み、東京、名古屋、大阪で実施した。 

受講者の便宜を図るため、すべての講習において、副教材、説明資料等を提供した。 

 

② 公害防止管理者通信教育 

平成２９年度は「大気管理コース」２５０名、「水質管理コース」３９５名、「科目

別コース（全１０科目）」２０７名、延べ８５２名が受講した。 

 

③ 土壌汚染調査技術管理者試験対応セミナー 

平成２２年４月「土壌汚染対策法の一部を改正する法律」の施行に伴い、

指定調査機関に土壌汚染調査技術管理者の設置が義務付けられ、同年国家

試験対応セミナーを開講し継続開催している。平成２９年度の土壌汚染調

査技術管理者試験対応セミナーは１回（東京）開催し、受講者数３１名で

あった。平成２２年度第１回セミナーからの累計受講者数８３６名となっ

た。 

 

（２）公害防止管理者等のリフレッシュ研修等 
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経済産業省・環境省ガイドライン「公害防止に関する環境管理の在り方」（２００７

年度版）に準拠し、公害防止管理者や工場の環境管理実務担当者向けの「公害防止管理

者等リフレッシュ研修会（再教育）」を平成２０年度より開催してきている。 

平成２９年度は、「公害防止管理者等リフレッシュ研修会」を全国１１都市で１１回

開催し、受講者は６３８名であった。 

また、廃棄物を排出する企業の廃棄物管理を支援する「環境担当者向け廃棄物研修コ

ース」を全国７都市で開催（ベーシック編、実務者編各７回）し、受講者は７２６名で

あった。 

受講者の合計は１,３６４名で、平成２０年度から１０年間の累計受講者数は、延べ

１２，３３５名となった。 

 

（３）環境管理支援 

平成２９年度も中小企業を対象としたＩＳＯ１４００１（ＥＭＳ）の運用管理の支

援・指導、企業のＥＭＳ内部監査員養成や環境教育などの研修会開催、工場サイトの環

境診断調査、遵法診断調査などの支援活動を継続・実施した。 

 

（４）企画セミナー 

 平成２６年度より、一般社団法人日本化学工業協会との連携のもと、事故防止・労災

防止セミナーを開催している。平成２９年度は１日講義タイプの事故防止セミナーを東

京で３回（基礎編１回、実践編２回、受講者計５６名）、同じく労災防止セミナーを東

京で２回（基礎編２回、受講者計３３名）実施した。 

 

（５）環境サイトアセッサー評価登録 

平成２９年度の環境サイトアセッサー技能認定講習の受講者は１７名で、

累計受講者数は９９４名となった。資格評価登録については、新規登録者

５名（累計登録申請者数４９６名）、登録更新者は５５名であった。 

その他、土壌汚染に関する最近の動向について、「第１２回土壌汚染に

関する講演会」を開催し、参加者は４６名であった。また、土壌・地下水

汚染に係る法令、調査、対策等のポイントを１日で学べる基礎セミナーを

２回開催し、受講者は１２５名であった。さらに資格登録者へのサービス

の一環として関連情報提供を定期（毎月）継続実施した。 

 

２．出版事業 

 

（１）公害防止管理者及びそれを目指す人を対象とした図書を改訂し、頒布した。 
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「新・公害防止の技術と法規２０１８」大気編、水質編、騒音・振動編、ダイオキシ

ン類編 

 

（２）公害防止管理者等国家試験問題５年間分（今般より問題収録年数を拡大）の解説

書を発行し、頒布した。 

「公害防止管理者等国家試験問題‐正解とヒント｣シリーズ 

（平成２５年度～平成２９年度） 

大気・特定／一般粉じん関係、水質関係・主任管理者、騒音・振動関係、ダイオキシ

ン類関係 

 

 

３．エネルギー・環境マネジャー評価登録事業 

 

平成２２年６月１８日に閣議決定された国家プロジェクト「実践キャリ

ア・アップ戦略」に基づき、平成２４年度より、エネルギー・環境マネジ

ャー（旧「カーボンマネジャー」平成２７年４月改名）キャリア段位制度

を実施している。 

実践キャリア・アップ戦略は、新たな成長分野における人材育成と当該

分野への労働移動を促すことを目的とし、キャリア段位制度で職業能力・

生涯キャリアについて「わかる(知識)」と「できる(実践的スキル)」の両

面を評価しレベルを認定する。対象は以下Ａ～Ｆの６項目に係る能力・生

涯キャリアで、平成２９年度における認定者数は３０３名で、平成２４年

度からの累計認定者数は９３７名となった。 

 

（平成２７年度以降の対象領域／以下Ａ～Ｆの事項に係る生涯キャリアを

評価） 

Ａ．地球温暖化問題の現状と対策等に係る事項 

Ｂ．大気、水、土壌環境等の保全に係る事項 

Ｃ．生物多様性の保全と自然共生社会の実現への取り組みに係る事項 

Ｄ．循環型社会の形成に係る事項 

Ｅ．化学物質の環境リスク評価・管理に係る事項 

Ｆ．国際協力、各種施策への取り組みに係る事項 

 

また、以下の外部関連組織団体と連携し推進している。 

 

（教育 7機関) 
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日本大学生物資源科学部生物環境工学学科、富山大学理学部 生物圏環

境科学科、山梨大学工学部 土木環境工学科、福井工業大学環境情報学

部 環境･食品科学科、実践女子大学生活科学部 現代生活学科、名城大学

理工学部 環境創造学科、大阪産業大学 人間環境学部生活環境学科及びデザイン工

学部環境理工学科 

 

（民間資格管掌組織１３団体) 

東京商工会議所検定センター、公益社団法人 日本建築積算協会、ＮＰ

Ｏ法人 日本住宅性能検査協会、３Ｒ･低炭素社会検定実行委員会、一

般社団法人 カーボンマネジメントアカデミー、一般社団法人 日本有

機資源協会、一般社団法人 コンピュータ教育振興会、一般社団法人 

全国森林レクリエーション協会、一般社団法人 環境プランニング学会、

一般社団法人 土壌環境センター、一般財団法人 省エネセンター、一

般財団法人 自然環境研究センター、認定ＮＰＯ法人 自然環境復元協

会 

 

 

第二 化学物質管理情報普及事業・アーティクルマネジメント推進事業 

 

１． 化学物質管理普及事業 

 

（１）化学物質管理情報事業 

 化学物質規制に関する情報を先取りし、産業界において適切に運用されるよう以下の

ような普及啓発活動を行うとともに、情報発信や交流の場を提供する等、企業への支援

機関としての役割を果たすべく活動した。 

 

１）化学物質の規制や管理に関する自主的なセミナー業務の拡充・ブロック化を図り、

実施した。平成２９年度は、製品中の化学物質管理と事業所関連化学物質管理をテー

マに、それぞれセミナーを実施した。各種セミナーは合計６６回実施し、受講人数は

延べ６０１人であった。 

 

２）情報発信並びに顧客ニーズ把握のため、化学物質に関する展示会において宣伝・

営業活動を行った。平成２９年度の講師派遣は延べ１９件、コンサルティングは延べ

３０件であった。コンサルティングは、法対応に係る相談などの単発的なものだけで

なく SDS に関する相談、体制構築や管理物質の選定などの相談が増加した。 
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３）平成２７年度より開始した包括的な年間情報提供サービス「ＣＡＴＣＨＥＲ」は、

従来の無料メール相談に加え、速報性を重視した速報通知サービスを追加した（週３

回程度の情報発信）。現在の登録社は２９社となり、昨年度より増加した。 

 

４）以下の委託事業並びに請負業務を実施した。 

 

〇経済産業省請負業務「平成２９年度中小企業等産業公害防止対策調査事業（新たな排

水管理手法に関する動向調査）」 

(概要) 

本事業では、生物応答を用いた排水管理手法の一つとして全排水毒性（ＷＥＴ: Ｗ

ｈｏｌｅ Ｅｆｆｌｕｅｎｔ Ｔｏｘｉｃｉｔｙ）試験に着目し、WET 試験の採用を検

討する際に必要な学術的・技術的情報を収集・整理するとともに、海外における WET 

試験および対策実施例について調査した。調査の結果から、本手法の利点 と限界を含

め、現状で考えられる新たな排水管理手法の活用の在り方を取りまとめ、今後の検討課

題や調査が必要と思われる事項について提案した。 

 

〇経済産業省委託事業「平成２９年度化学物質安全対策（製品含有化学物質の情報伝達

スキームの普及等に関する調査）」 

(概要) 

経済産業省が、製品含有化学物質の情報の伝達書式やルールを共通化・標準化するこ

とを目的として、新たな情報伝達スキーム（以下「ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡ（ケムシェル

パ）」を平成２７年１０月に公開し運用を開始した。平成２９年度はｃｈｅｍＳＨＥＲ

ＰＡスキームの本格導入時期を迎えるにあたって、国内外の企業・業界を対象に、より

一層の周知・普及活動やユーザー支援等を実施した。活動の企画は当該分野に精通した

企業担当者からなるワーキング・グループを開催して決定し、学習ツールの作成、国

内・海外普及活動を実施した。 

① 学習ツールの作成 

 ユーザーが自身のパソコンでｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡスキームおよびそのデータ作

成方法を自習することができる学習ツール「ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡによる製品含有

化学物質の情報伝達講座」を日本語、英語、中国語の３言語で作成し、METI ウェブ

サイトで公開した。 

② 国内普及活動 

・業界や中小企業団体を対象に、ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡスキームの説明と意見交換、

相談会等を１３回開催し５９５名の参加を得た。 

・ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡスキームのユーザーおよび導入予定者との会合を関東３回、

中部・近畿各１回合計５回開催し、２２９の参加を得た。 
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・ユーザーの要望等を踏まえ、新たに３つの説明資料、ウェブコンテンツを作成し、

ウェブサイトで公開した。 

③ 海外普及活動 

ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡ入門講座を中国６回、台湾２回、タイ２回、マレーシア１

回、計１１回 ６８６名の参加を得て開催した。 

 

（２）国際化学物質管理支援事業 

近年の事業者ニーズは、ビジネスの一層のグローバル化とともに、化学品法令の各国

規制の高まりを受け、欧州、中国、韓国のほか、東南アジア、米国等、多様な手続き支

援に関する要請が増大していることに鑑み、２つの支援事業（①登録等代行事業、②実

務者養成事業）を展開するとともに、今後の事業を推進するため、③その他の事業を実

施した。 

 

①  登録等代行事業 

平成２９年度は、ＲＥＡＣＨ登録支援業務について、年間１００トン未満の段階的導

入物質（既存物質）の遅延予備登録のほか、平成３０年６月までの登録が必要な年間１

００トン未満の第３次本登録物質等について、ＥＵ域内の「唯一の代理人」との連携に

より着実な登録に向けた準備を行いつつ、可能な限り前倒しの登録を実施した。また、

登録済みの物質については、輸入量等の更新及び拡張安全データシートの作成・更新等

の支援を実施するとともに、必要に応じた登録文書の更新等を行った。また、欧州バイ

オサイド規則については、活性物質の承認、バイオサイド製品の認可等への対応につい

て、引き続き、支援業務を展開した。 

また、平成２２年１２月より適用されたＣＬＰ規則（化学品の分類・表示・包装に関

する規則）に基づく分類結果について、その届出を実施した。 

中国化学物質管理法令支援業務については、中国内の「代理人」との連携を強化しつ

つ、新化学物質環境管理弁法に基づく登記・申告を実施した。さらに、平成２３年１２

月からの改正危険化学品安全管理条例の施行に伴い、ＧＨＳ方式に準じた安全性データ

シートとラベルの提供が義務化されたことを受け、「危険化学品安全管理条例」及び国

家標準に基づくＧＨＳ対応の安全性データシート及びラベル作成のほか、危険化学品鑑

別や法令に基づく２４時間対応サービスについて支援を行った。 

韓国化学物質管理対応支援業務については、化学物質の登録及び評価に関する法律

（化評法）における韓国 新規化学物質少量登録、高分子化合物（１t/年未満）、およ

びＳＤＳ/ラベル作成の支援を行った。 

台湾化学物質管理対応支援業務については、既存化学物質登録について支援を行った。 

また、インドネシア、シンガポール、フィリピン、マレーシア等の東南アジア各国の

化学物質管理法令に係る調査を実施した。 
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② 実務者養成事業 

実務者養成については、セミナー、相談会、講演等以下の事業を行った。 

・中国杭州にて、杭州瑞旭産品技術有限公司（中国）ともに、「各国規制や執行に関す

る最新情報を共有し、アジア太平洋地域における化学工業の安全性と持続的な発展を

促進すること」を目的として、「２０１７年中韓日化学品法規サミット」を平成２９

年９月に実施。中韓日欧米各国より、延べ２００名程度の参加。 

 

・講師派遣：欧州ＲＥＡＣＨに関わる講師派遣（２件）を実施。 

・協会内での個別相談会を随時企画し、延べ１４社の化学物質管理関係者からの相談に

答えた。 

 

③ その他の事業 

顧客企業から緊急性のある個別の依頼により、欧州でのコンソーシアム会議への代理

参加、ECHA との面談、欧州・米国コンサルタント、米国支店との会議への同伴および

申請支援を行い、顧客により密着した個別支援を提供した。 

 

（３）ＪＡＭＰ情報提供事業 

サプライチェーンを構成する企業間の製品含有化学物質情報伝達を、ＩＴを活用して円

滑化すること目的として開発・運用してきた ＪＡＭＰ情報基盤システム(ＪＡＭＰ—

ＧＰ)は、平成２８年度末をもって運用停止した。平成２９年度は、ＪＡＭＰ— ＧＰ運

用停止に伴う残件対応と、ＪＡＭＰ従来スキームに替わる新情報伝達スキームであるｃ

ｈｅｍＳＨＥＲＰＡに対応した新たな情報基盤システムのニーズ把握を行った。 

 

 

２．アーティクルマネジメント推進事業 

 

アーティクル（部品や成形品等の別称）が含有する化学物質等の情報を適切に管理し、

サプライチェーンの中で円滑に開示・伝達するための具体的な仕組みを作り普及させる

ことを目的に設立したアーティクルマネジメント推進協議会（ＪＡＭＰ）を下記基本活

動方針に従い内部特別会計組織として運営した。 

平成２９年度は、次の活動基本方針に則り活動し、下記の成果を上げた。 

 

平成２９年度活動基本方針 

ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡとＪＡＭＰ従来スキームを適切に運用し、ＪＡＭＰ会員の利

便性向上に資するため、以下の活動を行う。  
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（１）ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡを的確に運用し、ユーザーの円滑な導入を支援する。 

（２）ＪＡＭＰ従来スキームの必要最小限の維持・更新を行いつつ、ユーザーの円

滑な移行を支援する。 

（３）中長期構想における情報伝達のあり方を検討する。 

 

平成２９年度事業成果 

①ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡを的確に運用し、ユーザーの円滑な導入を支援した。 

ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡ物質リストや作成支援ツールの 2回/年の定期的な改訂を

行った。 

Ｗｅｂによる問い合わせ対応等のユーザー支援を実施した。 

基礎講座を東京、大阪、名古屋で計２５回実施した。また、化学物質管理ミーテ

ィング２０１７等において出展・講演を実施したほか、製品含有化学物質管理シ

ンポジウム（東京）を開催した。 

ＡＰＥＣ化学対話等において継続的にｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡを紹介した。 

②ＪＡＭＰ従来スキームの必要最小限の維持・更新を行いつつ、ユーザーの円滑な移

行を支援した。 

ＪＡＭＰ従来管理対象物質リストとＪＡＭＰ ＭＳＤＳｐｌｕｓ/ＡＩＳ入力支援

ツールの２回/年の定期的な改訂・更新を行った。 

ＪＡＭＰ ＭＳＤＳｐｌｕｓ/ＡＩＳ入力支援ツールは平成３０年６月末に公開終

了することをＷｅｂや講演会等の機会にアナウンスし、ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡへ

の円滑な移行を促した。 

③日化協と協働しているＳＣＲＵＭプロジェクト（製品含有化学物質情報を利用して

製品のリスクを評価する方法についての検討）において、会員アンケートに基づ

きこれまでの活動成果を取りまとめて会員に公開した。 

 

 

第三 地域・産業支援事業、ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）事業・

エコデザイン事業 

 

平成２７年度に創設した「地域支援ユニット」、平成２８年度に開設した「ＣＮＦ

（ナノセルロースファイバー）プロジェクト推進ユニット」事業を通じて得た環境・エ

ネルギーを軸とした地域振興・産業振興ノウハウ及び実証研究プロジェクトのマネジメ

ントノウハウを生かした事業を本格的に展開するため、両ユニットを統合し、新たに

「地域・産業支援センター」を設置した。 

同センターは、「ＬＣＡ事業推進センター」とともに、「地域・産業支援部門」に配

置し、多数のプロジェクト型の事業を実施した。 
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新設の「地域・産業支援センター」では、国及び自治体等における多様な政策ニーズ

やこれら政策運営に係わる新規事業に積極的に対応した。 

また、「ＬＣＡ事業推進センター」では今まで培ったＬＣＡを発展・応用した産業界

向けのコンサルティング事業や国・自治体等からの調査受託事業を通じて、産業界活動

や政策活動の発展に貢献した。 

 

１．地域・産業支援事業 

 

（１）地域支援事業 

 地方創生に取り組む全国各地の自治体等を対象に、環境・エネルギーに関する振興計

画等の策定及び地域特性、エネルギー需給量、事業化可能性調査等係わる調査・研究に

関する事業の継続、新規の受託事業を進めるとともに、国等の政策実施後の検証・評価

事業についても継続的に実施した。 

 また、エコプロ展の活性化に資する事業企画をはじめ、これらノウハウを生かしたイ

ベント、講演、セミナー等の企画立案、運営、広報事業を行った。 

 

① 環境省 エネルギー対策特別会計補助事業検証・評価委託業務 

（再生可能エネルギー等導入推進基金事業） 

平成２６年度、平成２７年度及び平成２８年度にエネルギー起源二酸化炭素の排出抑

制対策のために環境省が実施した再生可能エネルギー等導入推進基金事業（北海道・関

東・中部ブロック）及び再生可能エネルギー等導入推進基金事業（近畿・中国・四国・

九州ブロック）を対象に、「実施後の二酸化炭素削減効果等の検証・評価」を行い、十

分な効果が得られていない補助事業に対して「適切な改善措置等の明確化」を行った。

さらに、補助事業の波及効果の検討等を行い、今後より効果的な補助事業を実施するた

めの支援制度の検討に必要な情報等を収集するとともに、環境と地域経済の関係を地域

にわかりやすく発信し、主体的な取組を促した。 

 

② 経済産業省東北経済産業局 中小企業等産業公害防止対策調査  

「中小企業等の公害防止管理のための効果的な環境マネジメント導入検討調査」 

 中小企業を取り巻く環境は、経済のグローバル化や少子高齢化の進展などにより経営

課題が山積している。また、地球環境問題への対応を巡る国内外の動向は、バリューチ

ェーンが重視される中、競争力確保の観点から重要な経営課題となってきている。本調

査では、こうした厳しい環境下にある東北地域の中小企業が、環境マネジメントシステ

ム（Ｅｍｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｓｙｓｔｅｍ:ＥＭＳ）の導

入を通じて環境を切り口とした経営課題の克服や新たな経営戦略の創出に向けて取るべ

き有益な方策について、「アンケート調査」、「事業者ヒアリング」などの結果を基に
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「環境マネジメント検討会」を設置、検討を行い、「ＥＭＳ導入をもとにした経営力強

化・経営課題への対応と今後の展開」としてとりまとめた。また、併せてセミナー、ワ

ークショップ等の開催も行い、東北地域の事業者の事業活動の情報発信にも取り組んだ。 

 

③ 地域・環境エネルギー政策推進支援事業（環境省 平成２９年度二酸化炭素排出抑

制対策事業費等補助金：木質バイオマス資源の持続的活用による再生可能エネルギー導

入計画策定事業） 

ア）福井県あわら市 木質バイオマスによる再生可能エネルギー導入計画策定業務 

 燃料木材の採取地から、あわら・三国温泉地域及び工業団地までのサプライチェーン

全体を通じた木質バイオマスボイラのＧＨＧ排出量の把握を目的に、ＬＣＡ的な観点か

らの評価を行った。 

イ）福島県会津１３市町村地域 木質バイオマス資源の持続的活用による再生可能エネ

ルギー導入計画策定支援事業のうちＣＯ２排出削減効果のＬＣＡ分析支援業務 

 福島県会津地域１３市町村における森林資源の採取地から熱需要先までのサプライチ

ェーン全体を通じた木質バイオマスボイラ利用による熱供給のＧＨＧ排出量の把握を目

的にＬＣＡ的な観点からの評価を行った。 

 

④ エコプロ展事業 

平成２９年１２月７日（木）から１２月９日（土）にかけて第１９回目となる「エコ

プロ２０１７～環境とエネルギーの未来展」を日本経済新聞社との共催で東京ビッグサ

イトにおいて開催した。 

エコプロ２０１７には、６１６社・団体の出展と１６０，０９１人の来場があった。 

当協会は展示会の主催者業務に加えて、ビジネスを目的とする展示ゾーン「ビジネス

マッチングＥＸＰＯ」内に設置した企画展示「ビジネスサポートコーナー・ビジネス交

流広場」の運営を行った。「ビジネスサポートコーナー」では、新事業の創出・展開を

図ることを目的に、マッチングアドバイザーを招聘して事業相談やパートナー紹介を実

施した。また、「ビジネス交流広場」では、ビジネスマッチングＥＸＰＯ出展企業によ

る事業プレゼンテーション、各省庁担当者による政策セミナーなど、ビジネス推進に寄

与する多彩なプログラムを実施した。 

 

⑤ 次世代経営人材育成事業（「神田塾」事業：自主事業） 

地域産業の活性化を担う地域中小企業の経営人材等と、環境・エネルギー分野を中心

とするオピニオンリーダーで構成する「神田塾」（会員制）を組成。定期的に会合を開

催し、持続可能なビジネスや社会づくりをテーマに、互いに学び語り合う交流会を実施

した。 

・神田塾 第一回会合 平成２９年８月２３日（水） キックオフ会 
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・神田塾 第二回会合 平成２９年１１月６日（月） 

 ゲストスピーカー：経済産業省産業技術環境局長 末松広行氏 

 ・神田塾 第三回会合 平成３０年１月１５日（月） 

 ゲストスピーカー：前内閣府知的財産戦略推進事務局長 井内摂男氏 

 

（２）プロジェクト支援事業 

 環境・エネルギーに関連する事業に取り組む事業者を対象に「中核企業創出支援」等

国の施策を活用して事業者間連携、市場開拓支援、事業創出支援等に取り組んだ。 

 また、平成２８年度に受託した「セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）プロジェク

ト」の継続をはじめ、国等の研究開発、社会実装プロジェクトのマネジメント業務を実

施した。 

 

① 経済産業省関東経済産業局 地域中核企業創出・支援事業 

ア）環境エコシステムネットワーク形成事業 

事業実施機関に設置するプロジェクトマネージャーを中心に、広域関東圏を中心に、

地方自治体・産業支援機関等との連携による環境産業を支援するネットワーク「環境エ

コシステムネットワーク」を形成し、地域中核企業候補を発掘した。また、広域連携に

よる環境ビジネスマッチング、分野別研究会、海外展開支援等の事業を実施し、地域中

核企業候補の販路開拓等を支援し、地域中核企業の創出を行った。 

イ）水ソリューションビジネス海外展開事業 

 株式会社 industria 社（埼玉県入間市）を地域中核企業として、数社の連携企業によ

り、水処理分野の事業の海外展開をめざすプロジェクトを組成した。国内外の工場にお

ける排水を効率的に活用するため、多様な水処理関連技術・企業のネットワークにより、

工場別の制約・状況に的確に対応する「水等の浄化・リユースシステム」を構築し、販

路開拓を図る取組みを進めた。特に、環境問題の著しいＡＳＥＡＮ諸国（タイ等）の工

場への海外展開を目指し、研究会、国内外販路開拓支援（国内および海外の展示会出展

支援、企業紹介、海外市場調査等）、資金調達支援等を行った。 

 

② 環境省 セルロースナノファイバー性能評価モデル事業委託業務（２１機関共同実

施） 

（自動車分野におけるＣＮＦ軽量部品の導入実証及び性能評価・検証） 

将来的な地球温暖化対策につながり、エネルギー起源 CO2 削減が期待できる自動車軽

量化に重点を置き、セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）の普及促進と、ＣＮＦ活用製

品の性能評価や活用時のＣＯ２削減効果を評価・検証することを目的とするプロジェク

トに参画し、共同事業者が実施するＣＮＦ材料の評価や試作部品の作成と評価・検証等

の業務のマネジメントを実施した。 
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 ・事業代表機関：京都大学 

 ・参画事業者：２１機関 

 

③ 環境省 セルロースナノファイバーのリサイクルモデル事業の推進計画等の策定委

託業務（３機関共同実施） 

セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）は、軽量化や高効率化、断熱性などの特徴によ

り、高強度材料（自動車部品、家電製品筐体）や高機能材料（住宅建材、内装材）とし

て活用されることによってエネルギー消費を削減することから、地球温暖化対策への多

大なる貢献が期待されている。 

これまでの国・民間で行われてきた技術開発の蓄積により、ＣＮＦは素材として実用

段階に入り、ＣＮＦの物性を活かした用途開発の取り組みが活発になりつつあるなかで、

ＣＮＦ市場の拡大が進んだ後の、ＣＮＦのリサイクル時の課題・解決策の検討と今後の

様々な実証モデル事業による検討を促進し、地球温暖化対策の観点からのＣＮＦの早期

社会実装に向け、ＣＮＦリサイクル事業の事業計画の策定を行うため、株式会社エック

ス都市研究所、デロイトトーマツコンサルティング合同会社とともに、ＣＮＦリサイク

ルの実施による CO2 削減効果、易リサイクル性、リサイクル技術等におけるクリアすべ

き要求性能、評価項目等について調査検討する業務を実施した。 

 

 

２．ＬＣＡ事業 

 

（１）ＬＣＡ開発普及事業 

国内でのＬＣＡ事業として、民間企業・団体から外部コンサル事業１２件を、また、

環境省、経済産業省、及び川崎市等の政府・自治体等から、低炭素技術の環境側面の評

価事業等１０件（一部再委託等）を受注、実施した。ＬＣＡ計算ソフトのＭｉＬＣＡ、

ＬＣＡデータベースのＩＤＥＡはともに改訂版（Ｖｅｒ．２）の販売を平成２８年度よ

り開始しており引き続き売上を伸ばしている。 

海外においては、受託事業を通じた欧州委員会の環境フットプリント試行事業への参

画、自主事業として自然資本連合への参画などを行い、これらの事業で得られた情報を

集約し、国内の産業界等に向け発信した。 

 

（２）ＬＣＡデータ管理・フォーラムの運営事業 

ＬＣＡデータベースを公開し、ＬＣＡの普及・関連情報の発信等を実施するＬＣＡ日

本フォーラムの運営を継続して受託した。フォーラム表彰では７組織・個人を表彰した。

また、研究会については、昨年度に引き続き「容器包装の環境効率」、「組織のＬＣ
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Ａ」、「ＬＩＭＥ３」が開催された。情報発信としてのセミナーを３回主催し、延べ２

２０名程度の参加を得るなど盛況であった。 

 

 

３．エコデザイン事業 

 

 「ＪＥＭＡＩ環境ラベルプログラム」（エコリーフ／カーボンフットプリント（ＣＦ

Ｐ）コミュニケーションプログラム）は、平成２５年度に策定した中期行動計画に従い、

関連するＩＳＯ規格への意見提出、アジアや米国のプログラムホルダー等との積極的な

協力体制作り、海外向けＷｅｂサイトの整備によるＪＥＭＡＩプログラムの情報発信力

強化に力を入れた。国内外のグリーン調達制度や環境経営度調査への対応などを通じて

製品環境情報開示が求められる社会情勢を背景に、エコリーフ、ＣＦＰともに過去３年

間以上登録公開製品数を伸ばしており、平成２８・２９年度は過去最高となった。また

平成２９年度はエコリーフとＣＦＰから統合プログラムへの移行について、システム認

定制度以外の部分を完了し、統合プログラムでのラベル登録公開を開始した。さらに建

築物の環境性能評価の動向を背景として建材分野でエコリーフへの関心が急速に高まっ

ており、これを受けて新スキームにおいて同分野で新規に４件のＰＣＲを発行した。２

０２０年３月までは移行期間として、従来プログラムと統合プログラムを併存させる。

２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けては、ＬＣＡ・環境ラベル登

用を目指し引き続き関連組織へ意見や情報を提供する。 

 

 

第四 環境技術調査研究等事業 

 

環境問題は地球温暖化などのグローバルな課題から光化学オキシダントやＰＭ２.５

等の地域レベルの課題まで、一朝一夕には解決できない難しい課題にあふれている。今

や企業において、これらの課題に積極的に取り組むことはビジネス戦略の一つとなって

いる。 

本事業では、企業の知的戦略として重要な、環境測定や環境マネジメントに関連する

国際標準規格やＪＩＳを企業のニーズに合わせ、積極的に研究開発をしている。また、

中国、東南アジアに対し、企業の環境管理のための人材育成、環境制度の構築支援等を

行い、新興国の環境保全の向上に貢献していく。これらを通じて現地日本企業の競争力

の平等性を担保し、また日本企業が保有している優位性のある環境技術を海外に移転す

るなど、日本企業の裨益に繋げる。 

 その他、社会情勢の変化を察知し将来起こりうる課題を見据えた先見性のある事業提

案を継続的に行う。 
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１．環境技術調査研究事業 

 

（１）標準化事業 

① 大気測定国際標準化調査 

現在、ＩＳＯ／ＴＣ１４６（大気質）／ＳＣ１（固定発生源）において日本が議長と

なり進行してきたＦＴＩＲを用いた成分別揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の自動測定法の

規格化はＤＩＳ投票結果が１００％賛成で可決された。また、排ガス中の全水銀の測定

法について、金アマルガム捕集-原子吸光法を用いた測定の国際標準（ＩＳ）化はＣＤ

が可決され、ＤＩＳ原案作成まで進んだ。温室効果ガスに関連するＣＯ２／ＣＯ／Ｏ２

の測定法規格はＣＤ投票に付された。大気汚染物質であるＮＯｘの測定法規格化は規格

内容の具体化及び精度に関する基礎データが収集できた。また、ＴＣ１４６国内審議団

体としてＩＳＯ規格の５年毎の見直しや新規規格への投票や回答などに対し、日本の意

見を積極的に反映させるよう活動した。 

 

② 水質測定国際標準化調査 

 ＩＳＯ／ＴＣ１４７（水質）において水中のアルキル水銀化合物及び免疫測定法を用

いたダイオキシン類の検出法，六価及び三価クロムの分離測定法について規格化を推進

した。免疫測定法は新規提案か可決され、ＩＳＯにて規格開発を開始した。また、ＴＣ

１４７国内審議団体としてＩＳＯ規格の５年毎の見直しや新規規格への投票や回答など

に対し、日本の意見を積極的に反映させるよう活動した。 

 

③ 温室効果ガスマネジメント等に関する国際標準開発 

環境経営関連の国際標準化対応事業として、ＩＳＯ／ＴＣ２０７／第３分科会（ＳＣ

３）、第４分科会（ＳＣ４）、第５分科会（ＳＣ５）、第７分科会（ＳＣ７）第８作業

グループ（ＷＧ８）における環境ラベル、環境パフォーマンス評価、環境技術実証（Ｅ

ＴＶ）、ＬＣＡ、ウォーターフットプリント、温室効果ガス（ＧＨＧ）マネジメント、

マテリアルフローコスト会計等の国際標準化に際して、国内の意見を集約し、その反映

に努めた。また、日本とインドネシア提案であるＧＨＧ算定方法論の枠組みのガイドラ

インについて引き続きインドネシアと協働で規格策定を行った。 

また、ＴＣ２０７国内審議団体として日本工業標準調査会に代わり、ＩＳＯ・ＪＩＳ規

格の５年毎の見直しや新規規格への投票や回答などの運営管理を行った。 

 

④ 新技術導入のための工場排水試験法に関するＪＩＳ開発 

近年の新しい計測技術及び環境への低負荷技術の導入、環境行政ニーズへの対応のた

め、ＪＩＳ Ｋ ０１０２（工場排水試験方法）の見直し・改正作業を行った。本事業
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の成果は、平成３０年度にＪＩＳ Ｋ ０１０２ 追補として制定される予定である。 

 

（２）環境技術実証（ＥＴＶ）※の普及事業 

 ２０１６年１１月に発行された、ＩＳＯ１４０３４（環境マネジメント-環境技術実

証（ＥＴＶ））を行うため、既存の実証機関に研修、教育を行った。また、ＩＳＯ／Ｔ

Ｃ２０７/ＳＣ4／ＷＧ５（ＥＴＶ）で進めている、技術レポート作成に参画した。海外

の ETV 事業実施者と交流し、海外の状況を調査した。 

※先進的環境技術について、その環境保全効果を第三者が客観的に実証するシステム。

環境省が平成１５年より国内ＥＴＶシステムを実施している。 

 

２．国際交流活動事業 

 JICA ミャンマー国水環境管理及び環境影響評価制度の能力向上プロジェクト（水環

境管理分野）の来日研修にて、公害防止管理制度と日本企業の環境管理について説明し

た。 

インドネシアの水産加工業におけるコベネフィット型排水対策調査委託業務の一環とし

て、インドネシアにおける水産加工業の排水管理に関する技術移転を目的に来日研修を

実施した。 
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第五 広報事業 

 

（１）機関誌「環境管理」の発行 

機関誌「環境管理」を毎月１回、約３,０００部／回発行し、情報サービス及び環境

管理の啓発普及に努めた。このうち、特集号のテーマは次のとおりである。 

2017 年 4 月号 特集：平成 29 年度環境政策 

2017 年 5 月号 特集：トランプ政権と地球温暖化問題 

2017 年 6 月号 
特集 1：土壌汚染問題 法的側面と浄化技術 

特集 2：我が国の長期低炭素ビジョンの展望 

2017 年 7 月号 特集：災害リスクマネジメントと企業の競争力 

2017 年 8 月号 特集：環境ビジネスの海外展開 2017 

2017 年 9 月号 
特集 1：マイクロプラスチックによる海洋汚染の現状 

特集 2：ISO14001:2015 とは何か 

2017 年 10 月号 特集：廃棄物処理法改正と適正処理 

2017 年 11 月号 
特集 1：製品含有化学物質情報伝達スキーム chemSHERPA の普及に向けて 

特集 2：水処理技術 最新動向 

2017 年 12 月号 特集：資源循環技術の未来 2017 

2018 年 1 月号 特集：これからの環境経営 2018 

2018 年 2 月号 特集：生物多様性とビジネスチャンス 

2018 年 3 月号 
特集 1：脱炭素社会とエネルギー問題 

特集 2：「エコプロ 2017 〜環境とエネルギーの未来展」の成果と将来 

 

（２）関西地区における会員等への情報提供 

近畿経済産業局の協力のもと、関西地区において、業種・業態を越えた情報交換、情

報共有を目的とした「関西環境管理懇話会」を主催、２回開催するとともに、事業活動

に大きな影響を与えている環境規制（化学品規制等）をテーマとしたワーキンググルー

プを３回開催し、延べ８７名が参加し、参加者数は増加傾向にある。 

 

（３）当協会会員向け広報サービスの提供 

当協会会員に向け、協会ホームページ「Ｊｅｍａｉ Ｃｌｕｂ」を通じ、会員限定で

環境技術・人材育成事業に関する国内の法改正動向や技術的情報を提供した。 
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第六 公害防止管理者等国家試験の実施 

 

１．平成２９年度公害防止管理者等国家試験の実施 

 

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律に基づく「指定試験機関」として、

経済産業省及び環境省の共管の下に、平成２９年度公害防止管理者等国家試験を実施し

た。 

 

（１）試験地 

札幌市、仙台市、東京都、愛知県、大阪府、広島市、高松市、福岡市及び那覇市 

 

（２）試験日及び試験区分 

平成２９年１０月１日（日）大気関係（第１種～第４種）、特定粉じん関係、一般粉

じん関係、水質関係（第１種～第４種）、騒音･振動関係、ダイオキシン類関係、公害

防止主任管理者 

（３）合格者発表 

合格者発表は平成２９年１２月１５日付け官報公示により行うとともに、当協会ホー

ムページに掲載した。 

 

（４）受験申込者数、受験者数、区分合格者数及び区分合格率 

 

試験区分 
申込者数 

(人) 

受験者数 

(人) 

合格者数 

(人) 

合格率 

（％） 

大気関係第１種 ６，１１７ ５，３９３ １，６７８ ３１．１ 

大気関係第２種 ２４４ ２１３ ６０ ２８．２ 

大気関係第３種 １，１７９ １，０３３ ２２１ ２１．４ 

大気関係第４種 １，５７９ １，３７３ ２７４ ２０．０ 

水質関係第１種 ９，３９６ ８，２０９ ２，０７０ ２５．２ 

水質関係第２種 １，５５４ １，３８２ １６７ １２．１ 

水質関係第３種 ８４３ ７５５ １６１ ２１．３ 

水質関係第４種 ３，２１５ ２，８０６ ３８０ １３．５ 

騒音・振動関係 １，７７８ １，４９６ ３６７ ２４．５ 

特定粉じん関係 ３５８ ３０４ １０３ ３３．９ 

一般粉じん関係 ３９５ ３６２ ６６ １８．２ 

ダイオキシン類関係 １，０１４ ９０６ ４４６ ４９．２ 

公害防止主任管理者 １２５ １００ ３１ ３１．０ 

合計 ２７，７９７ ２４，３３２ ６，０２４ ２４．８ 
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２．合格証書の交付及び再交付事務の実施 

 

平成１７年３月の「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行規則」の

改正に基づき、平成１８年４月から国家試験合格証書の発行事務及び再交付事務を当協

会で実施している。 

平成２９年度における再交付事務処理件数は１０２件であった。 

 

第七 公害防止管理者等資格認定講習の実施 

 

公害防止管理者等資格認定講習の登録機関として、平成２９年度公害防止管理者等資

格認定講習を全国９都市において３１回の講習を実施し、次のとおり講習修了者１,９

６９名に対し修了証書を交付した。 

 

修了者数              修了証書交付日 

平成２９年１２月～平成３０年１月実施分  ８１４ 平成３０年２月２１日 

平成３０年 ２月～平成３０年３月実施分１,１５５ 平成３０年４月１０日 

 

講習区分別の実施場所及び修了者数は次のとおりである。 

 

 

講習実施区分 実施場所 修了者数 

大気関係第１種 東京 ３ 

大気関係第２種 仙台、東京×２、名古屋、大阪、広島、高松、福岡 ９５ 

大気関係第３種 札幌、仙台、東京×２、名古屋、大阪、広島、福岡 ３５２ 

大気関係第４種 札幌、仙台、東京×２、名古屋、大阪、広島、高松、福岡 ３４９ 

水質関係第２種 仙台、前橋、東京×３、名古屋×２、大阪、広島、高松、福岡 ４４５ 

水質関係第３種 名古屋、福岡 １３ 

水質関係第４種 仙台、前橋、東京×３、名古屋×２、大阪、広島、高松、福岡 ２３２ 

騒音・振動関係 前橋、東京×２、名古屋、大阪、福岡 ３５１ 

特定粉じん関係 東京×２、名古屋 １ 

一般粉じん関係 東京×２、名古屋、福岡 ６４ 

ダイオキシン類関係 東京、大阪 ６４ 

合計  １，９６９ 



-19- 

 

第八 環境マネジメントシステム審査員の評価登録事業 

 

１．環境マネジメントシステム審査員評価登録 

 

環境マネジメントシステム審査員評価登録センター（ＣＥＡＲ）では、公益財団法人

日本適合性認定協会の認定基準ＪＡＢ ＰＮ２００に基づき、「要員認証を実施する機

関の認定の基準」であるＩＳＯ１７０２４（ＪＩＳ Ｑ １７０２４）に適合した環境

マネジメントシステム審査員の登録業務を実施している。 

平成２９年度は、ＩＳＯ１４００１-２０１５（ＪＩＳ Ｑ １４００１-２０１５）

版の発行に伴う、環境審査員資格の２０１５版への移行手続きが１２月１５日までであ

ったが、９９％以上の登録審査員が期限内に移行登録を完了した。 

 

（１）筆記試験 

ＣＥＡＲ筆記試験の受験者は、平成３０年３月３１日までに４０３名（前年度：３８

２名）であった。 

 

（２）申請・評価 

新規申請者は２４１名（前年度:２２３名）であった。平成３０年２月１５日現在、

ＣＥＡＲ登録審査員数は、主任審査員：１,０８５名、審査員：３５２名、審査員補：

３,３３８名で合計４,７７５名である。 

 

２．環境マネジメントシステム審査員研修コース承認登録 

 

平成２９年度は、前年度末（平成２９年３月）に１機関（日本能率協会）の返上によ

り、ＣＥＡＲ承認研修コース実施機関は３機関となった。研修コース内容の内訳は、フ

ォーマルコース３機関、資格拡大コース２機関、リフレッシュコース３機関となった。 

 

３．登録審査員力量向上支援活動 

 

（１）広報誌「ＣＥＡＲ」の発行と配付 

広報誌「ＣＥＡＲ」は、平成２９年６月から３箇月ごとに計画どおり第６５～６８号

を発行し、登録審査員と関係機関へ発送した。第６５号～６８号（平成２９年６月～平

成３０年３月）で「中小企業に役立つマネジメントシステム(環境・品質)の構築と運

用」の記事を連載として掲載し、従来どおり、環境関連法規制の改訂状況も連載で掲載

した。 

また、特集記事として「公害防止管理者制度とデータでみる公害防止管理者の現状」、
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「ＰＣＢ廃棄物早期処理に係る法令改正と国の施策」、「ライフサイクル思考に基づい

た自然資本経営」を掲載し、登録審査員の継続的な能力開発への情報提供を行った。 

    

（２）講演会の開催 

講演会を平成２９年１０月３日東京、１０月１２日大阪で開催した。講演は、「最近

の環境法動向【現場で使える環境法】｣（見目エコ・サポート代表：見目善弘氏）、

「ＣＥＡＲからのお知らせ」の２つを行った。平成２９年度は約９００名の参加であり、

前年度より約１００名減少したが、登録審査員全体の参加率は約２０％で前年度とほぼ

同じであった。また、欠席者にも内容を伝えるため、従来どおり広報誌「ＣＥＡＲ」６

７号（１２月１５日発行）に講演録を掲載配付し、環境関連法規制の改訂内容の周知を

図った。 

 

（３）環境教材の提供 

ＣＥＡＲホームページの審査員専用コーナーにて、旧来Ｅラーニングで提供していた

コースのうち「監査の原則・手順・技法」、「環境関連法規制」、「ＩＳＯ１４０００

ファミリー規格の最新知識」をＰＤＦにして平成２５年５月から掲載を始め、継続的な

情報提供を行っている。そのうち、平成２９年５月に「環境関連法規制」を改訂内容を

反映したコンテンツに改版した。 
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第九 資源・リサイクル促進事業 

 

持続可能な循環型社会の構築に向けて、資源の有効利用、環境負荷の低減の観点から

廃棄物（副産物、使用済み製品）の発生抑制、原材料・部品・製品としての有効利用を

促進するために次に掲げる事業を行った。 

 

１．資源循環技術・システム表彰 

 

 廃棄物（副産物、使用済み製品）の発生抑制、使用済み物品の再使用、再生資源の有

効利用に寄与し高度な技術又は先進的なシステムの特徴を有する優れた事業や取り組み

の奨励・普及を図り、循環ビジネスを振興することを目的としてそれらを広く公募・発

掘し、表彰した。 

なお、平成２５年度に新設したレアメタルリサイクル賞については特に案件発掘に尽

力し、リサイクルによるレアメタルの確保の取り組みを顕彰するとともに、その更なる

取り組みとその技術・システムの普及を促進した。 

また、昨年度からコラボレーション賞を新設し、関係者の連携による使用済み物品や

有用物の効率的な回収・再生、部品・原材料の利用拡大の取り組みを顕彰した。 

本年度は１６件の応募があり、外部有識者で構成する審査委員会での厳正な審査の結

果、合計１３件１７社が受賞した。 

○ 経済産業大臣賞 １件１社 

・合金鉄溶解炉による資源循環システムの構築 

新日鐵住金株式会社 八幡製鐵所 

○ 経済産業省産業技術環境局長賞 ４件４社 

・廃棄フッ素資源の再生利用 

セントラル硝子株式会社 宇部工場 

・木材・プラスチック再生複合材（ＷＰＲＣ）・循環型木質建材の事業化 

株式会社エコウッド 

・ロボットを使用した二軸剪断式破砕機の刃物の再生・リユース技術 

近畿工業株式会社 

・オートマチックトランスミッションのリマニュファクチャリング 

ジヤトコ株式会社 

○ 一般社団法人産業環境管理協会会長賞 ２件２社 

○ 奨励賞 ３件５社 

○ 奨励賞及びコラボレーション賞 １件３社 

○ レアメタルリサイクル賞 ２件２社 

表彰式は、平成２９年１０月２０日（金）に機械振興会館ホール（東京都港区）で開
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催した。 

また、表彰式後開催の３Ｒ先進事例発表会において、受賞者から受賞内容をご紹介い

ただいた。 

注）３Ｒ：リデュース・リユース・リサイクル 

 

２．リサイクル技術開発本多賞 

 

 本賞は、長年廃棄物リサイクルの分野に携わってこられた故本多淳裕先生（元大阪市

立大学工学部教授、元(財)クリーン・ジャパン・センター参与）のご提案・ご厚志によ

り、平成８年に創設された。 

 毎年、３Ｒに関する技術の研究・開発に従事し、優れた報文発表を行った国内の大学、

高専、公的研究機関、民間企業の研究者・技術者（個人又はグループ）を広く公募し、

表彰している。 

２２回目となる本年度は、研究報文４件の応募があり、有識者で構成する審査委員会

での厳正な審査の結果、受賞１件が選定された。 

表彰式は、平成２９年１０月２０日（金）に機械振興会館ホール（東京都港区）にて

資源循環技術・システム表彰と合同で開催した。 

また、表彰式後開催の３Ｒ先進事例発表会において、受賞者から受賞内容をご紹介い

ただいた。 

受賞者と報文名は、次のとおりである。 

受賞者：神奈川大学理学部化学科  堀 久男 氏 

報文名：「Ｅｆｆｉｃｉｅｎｔ ｐｈｏｔｏｃｈｅｍｉｃａｌ ｒｅｃｏｖｅｒｙ 

ｏｆ ｒｈｅｎｉｕｍ ｆｒｏｍ ａｑｕｅｏｕｓ ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ

（光化学的手法による水中からのレニウムの効率的な回収）」 

 

３．３Ｒ先進事例発表会の開催 

 

「資源循環技術・システム表彰」表彰式及び「リサイクル技術開発本多賞」表彰式に

引き続き１６０名の参加者を得て開催した。 

本発表会においては、経済産業省から基調講演「資源循環政策の動向－循環経済の構

築に向けて－」を行っていただいたうえで、本年度の資源循環技術・システム表彰及び

リサイクル技術開発本多賞の受賞者から受賞内容をご紹介いただいた。 

 また、受賞者と発表会参加者が直接意見交換できる「交流コーナー」を設置し、受賞

内容の普及・啓発、ビジネス展開を支援した。 
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４．環境学習支援事業 

 

 循環型社会形成の重要な担い手である小学生、中学生、高校生、市民を対象とした環

境学習に対する支援の一環として、３Ｒ学習教材（容器包装リサイクル）の貸出を２５

件行うとともに、小学校高学年向け３Ｒ学習教材副読本「３Ｒスリーアール」６,１８

４冊、リーフレット「３Ｒって何だろう？」（小学生向け）４,７１８冊、教師用解説

書２２９冊を学校等の要請に応じて配付した。 

また、小学生向け環境リサイクル学習ホームページ（アクセス数６６,６７６件／

月）に「シンガポールの家庭のごみのリサイクル」や子供達からの質問の多い事柄に関

する補足説明、教科書の平成２７年度改訂に対応する記述の追加など内容の充実を図っ

た。また、中学生・市民向け環境リサイクル学習ホームページは、中学校・高等学校の

授業の中で活用できる内容への改訂の検討を行った。さらに、ホームページのＱ＆Ａコ

ーナーに寄せられた小・中学生からの様々な質問に回答して環境学習の支援を行い、３

Ｒに関する関心の向上に努めた。 

また、上記教材のより一層の活用を図るため、４教科の小学校教育研究会全国大会の

紀要に当ホームページ、その他の教材の利用の呼びかけ広告を掲載するとともに、公的

機関主催の環境展示会に出展し、３Ｒ学習教材を紹介した。 

 また、全国の区市町村に教材利用の呼びかけのご案内を送付し、普及・利用促進に努

めた。 

以上の実施にあたっては、環境教育関係者で構成の委員会を設置し、内容を検討した。 

 

５．３Ｒ動向把握 

 

（１）リサイクルデータブックの作成等 

持続可能な循環型経済社会の実現の基礎となる統計、法制度、施策等の情報を収集し

てリサイクルデータブック２０１７を編集・制作し、地方自治体、業界団体等関係機関

に配付した。なお、昨年度に引き続き、欧州のリサイクル、資源効率に関する取り組み

の進捗状況を調査し、統計データを掲載した。また、ホームページに世界のリサイクル

コーナーを開設し、海外の状況を啓発普及した。 

また、旧財団法人クリーン・ジャパン・センターが作成した報告書等約１,０００冊

（ＰＤＦ）を、継続的にホームページで一般公開した。 

 

（２）循環経済の実現に向けた検討会 

ＲＥ（Ｒｅｓｏｕｒｃｅ Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ：資源効率）とＣＥ（Ｃｉｒｃｕｌａｒ 

Ｅｃｏｎｏｍｙ：循環経済）に係わる国際情勢の変化に適切に対応しつつ、国内資源循

環の高度化・効率化を推進することを目的に、平成３０年１月にＥＵが公表した「循環
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経済における欧州のプラスチック戦略」について、国内の関係者で情報及び問題意識の共有

や対応策を検討するために「プラスチック循環経済に関する研究会」を開催した。 

 

６．レアメタルリサイクル促進事業 

 

 政府のレアメタル確保戦略政策（平成２１年策定）の四本柱の一つに、リサイクルに

よるレアメタルの国内循環が位置付けられている。 

近い将来これらレアメタルを含有する使用済製品の排出増加が見込まれ、また、リサ

イクルが経済的に成り立つ状況を実現することが重要な５鉱種（ネオジム、ジスプロシ

ウム、タンタル、コバルト、タングステン）の国内循環を促進するために、次の取り組

みを行った。 

 

（１）レアメタルリサイクルの先進事業発掘 

ＮＥＤＯやＪＯＧＭＥＣ等の助成先、各企業・研究機関の技術報告書、メディア情報

等を調査・抽出し、対象事業・研究担当者との面談を実施。先進的な取り組みと判断し

たものについては、当センターが運営するレアメタルリサイクルホームページへの掲載

や「資源循環技術・システム表彰」への応募を働きかけた。 

 

（２）消費者、事業者等への情報提供 

レアメタルリサイクルホームページ等を通じて、電子機器や自動車、超硬工具等の高

性能化に大きく貢献するリサイクル優先５鉱種（ネオジム、ジスプロシウム、コバルト、

タンタル、タングステン）を対象としたリサイクルの先進事業や実施企業の紹介を継続

した。 

 

（３）レアメタルリサイクル事例調査 

レアメタルリサイクルホームページに次の２件の情報を新たに掲載した※。 

・精密濾過による超硬スラッジ回収・リサイクルサービス（有限会社サンメンテナン

ス工機） 

・タングステン含有スクラップのリサイクル技術開発（日本新金属株式会社） 

※「リサイクル先進事業」総掲載件数は２６件（自動車関連８件、家電関連６件、パ

ソコン関連４件、超硬工具関連４件、その他４件） 

 

７．ホームページ事業 

 

 上記１．から６．までの内容を広く公開することを目的としてコンテンツの改訂や新

規情報の掲載等、ホームページの運営を行った。 
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８．リデュース・リユース・リサイクル推進協議会事務局運営 

 

当協会は、リデュース・リユース・リサイクル推進協議会から事務の委託を受け、事

務局の役割を果たした。 

 

（１）リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰 

 リデュース・リユース・リサイクル推進協議会は、財務省、文部科学省、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省、国土交通省及び環境省の後援を得て、３Ｒの推進に率先して

取り組み、継続的な活動を通じて顕著な実績を挙げた個人・グループ、学校及び事業所

等を対象とした「リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰」を行っている。 

本年度は、平成２９年１０月３１日（火）にＫＫＲホテル東京（東京都千代田区）に

おいて表彰式を開催し、外部有識者で構成する審査委員会での厳正な審査の結果、合計

６４件を表彰した。 

○ 内閣総理大臣賞 ２件 

「～美しい海と陸をいつまでも綺麗に～はじまりは昭和４３年「海岸清掃活動始

動！」ごみゼロ活動を目指して」 

八戸市立種差小学校 

「容易に撤去が出来るリサイクル１００％の展示場の建設」 

清水建設株式会社 東京ビッグサイト東側仮設展示場の建設事業 

○ 文部科学大臣賞 １件 

○ 経済産業大臣賞 １件 

○ 国土交通大臣賞 ６件 

○ 環境大臣賞   １件 

○ リデュース・リユース・リサイクル推進協議会会長賞 ５３件 

 

（２）リデュース・リユース・リサイクル推進協議会活動強化 

活動強化のために、以下の事業を行った。 

・企画運営委員会の開催（４回） 

・３Ｒ推進ポスターデザインコンテスト（公募）の実施、ポスター制作、配付 

・行政と会員及び会員間の情報交換の場である３Ｒ連絡会の定期的開催（２回） 

・会員団体等との共同情報発信 

・３Ｒ活動推進フォーラムとの共催セミナー「循環・３Ｒリレーセミナー ～循環型

社会の現状と課題の解決に向けて～」開催（１回） 

・３Ｒ推進全国大会（１０月）への出展 

・過去の大臣賞受賞者のその後の活動の調査 
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・優れた３Ｒ活動発表会の開催（１回） 

・「３Ｒシンポジウム～東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向けて～」運

営（１回） 

 

（３）３Ｒキャンペーンマークの普及・利用促進 

３Ｒ実践活動や啓発活動等において、３Ｒキャンペーンマークが利用されるように

様々な形で広報するとともに、その管理を行っている。 

また、全国の区市町村に３Ｒキャンペーンマーク－紹介のチラシを送付して、３Ｒキ

ャンペーンマークの認知度の向上と普及・利用促進に努めた。 

 

 

第十 産業と環境の会事業 

 

１． 研究会・委員会事業 

 

環境政策研究会、環境問題検討会、環境委員会及び環境懇談会を開催し、地球温暖化

対策を巡る国内外の動向、各種環境法改正に伴う政省令検討状況とともに、環境情報開

示やＥＳＧ投資等の産業界の関心の高い分野・テーマを取り上げた。それぞれの開催状

況は下記のとおりである。 

 

（１）環境政策研究会 

中央官庁の局長、審議官を講師として招聘し、下記のテーマで４回開催した。 

 環境施策の方向性―脱炭素化等について（平成２９年６月） 

 温暖化対策を巡る動向及びＩＣＥＦの成果（平成２９年１０月） 

 ＣＯＰ２３の結果と地球温暖化対策について（平成２９年１２月） 

 地球温暖化対策等の環境省の平成３０年度施策（平成３０年２月） 

 

（２）環境問題検討会 

中央官庁の各施策の責任者等を講師として招聘し、下記のとおり６回開催した。 

 長期地球温暖化対策プラットフォームのとりまとめについて（平成２９年４月） 

 環境と経済を巡る最近の動向（平成２９年５月） 

 平成２９年版・白書を読む会（平成２９年６月） 

 価値協創ガイダンスについて（平成２９年６月） 

 廃棄物処理法及びバーゼル法の政省令改正について（平成３０年１月） 

 土壌汚染対策法政省令（第二段階施行関連）（平成３０年２月） 
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（３）環境委員会 

大気環境保全対策委員会、水質・土壌環境保全対策委員会、廃棄物・リサイクル対策

委員会、地球環境保全対策委員会、生物多様性保全対策委員会の５つの委員会を設置し、

それぞれの委員会を以下のとおり開催した。 

① 大気環境保全対策委員会 

 最近の環境負荷低減に向けた政策動向について（平成２９年５月）※ 

 大気環境行政の最近の動向（平成２９年１０月） 

 化学物質対策の最近動向と課題（平成３０年１月） 

② 水質・土壌環境保全対策委員会 

 最近の環境負荷低減に向けた政策動向について（平成２９年５月）※ 

 今後の土壌汚染対策の在り方について（平成２９年１０月） 

 我が国の水環境の現状と今後の取組（平成３０年２月） 

※大気環境保全対策委員会、水質・土壌環境保全対策委員会の合同開催 

③ 地球環境保全対策委員会 

 長期低炭素ビジョンについて（平成２９年６月） 

 地球温暖化対策と市場メカニズム（平成２９年９月） 

 国連気候変動交渉の流れとＣＯＰ２３の概要について（平成２９年１２月） 

④ 廃棄物・リサイクル対策委員会 

 ３Ｒ政策の動向と課題（平成２９年６月） 

 資源循環対策と今後の課題（平成２９年１０月） 

 産業廃棄物対策の課題（平成３０年３月） 

⑤ 生物多様性保全対策委員会 

 環境影響評価における生物多様性保全について（平成２９年６月） 

 生物多様性の主流化について（平成２９年１１月） 

 自然環境行政の課題について（平成３０年２月） 

 

（４）環境懇談会等 

大気・水質・土壌、地球温暖化対策・環境インフラ海外展開等をテーマに計２回開催

した。 

 

（５）運営会議及び企画協議会 

運営会議（平成２９年６月）及び企画協議会（平成２９年５月、平成３０年３月）を

開催した。 

 

２．調査・研究事業 
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従来取り組んできたテーマ・分野（大気、水質、土壌等）を中心に、調査研究事業の

ための知見集積を行った。 

 

３．普及啓発事業 

 

（１）情報リスト 

行政情報等を情報リストとして２１回、計３,２７０件の提供を行った。 

 

（２）シンポジウム等 

シンポジウムを下記のとおり開催した（開催日順）。 

① 森林等の自然資本に関するＳＤＧｓ達成に向けたシンポジウム 

（平成２９年度緑と水の森林ファンド助成事業） 

開催日 10 月 31 日（火） 

会  場 東海大学校友会館 

招聘者 公益財団法人地球環境戦略研究機関 

 小野田真二 持続可能性ガバナンスセンター研究員 

 加藤 瑞紀 持続可能な消費と生産エリア研究員 

 新日鐵住金株式会社 

 小杉  健 環境部環境リレーション室長 

 加藤 敏朗 技術開発本部 

先端技術研究所環境基盤研究部上席主幹研究員 

 環境省  

   奥田 直久 自然環境局自然環境計画課長 

 

② フロン類等対策に関するシンポジウム 

（平成２９年度公益信託地球環境保全フロン対策基金助成事業） 

開催日 1 月 23 日（火） 

会  場 東京国際フォーラム 

招聘者 名古屋大学大学院 

 高村ゆかり 教授 

 パナソニック株式会社 

 堤  篤樹 アプライアンス社コールドチェーン事業部長 

 花王株式会社  

  三浦 泰毅 サステナビリティ推進部ＲＣ推進グループマネジャー 

 経済産業省 

 大谷 一真 製造産業局オゾン層保護等推進室課長補佐 

 環境省  

  中村  祥 地球環境局地球温暖化対策課フロン対策室室長補佐 
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第十一 一般事項 

 

１．環境管理関係企画行事に対する後援、協賛等の実施 

 

国、地方公共団体、公益法人、新聞社等が主催する産業環境管理関係の各種行事につ

いて、後援又は協賛等を行った。 

 

２．産業環境管理に関する発明、考案、貢献等に対する表彰 

 

平成２９年１０月２５日、平成２８年度の当協会機関誌「環境管理」に発表された論

文のうち、下記２編を優秀論文に選び副賞を添えて表彰した。 

 

①平成２８年５月号  

YKK（株）黒部事業所の地下水保全と有効活用 

YKK 株式会社 黒部事業所 施設エネルギーグループ長 井浪祐二 

②平成２８年１０月号 

【産廃コンサルタントの法令判断】シリーズ重大な排出事業者責任──責任の所在を正しく

定義する 

株式会社 ミズノ 

 

３．協会事務局の組織及び人員 

 

平成２９年度末における協会事務局の組織は別表のとおりであり、年度末常勤役職員

数は１０５名（内役員２名）で、本部９３名、支部１２名である。 

 

４．各種常置委員会等の運営 

 

機関誌編集委員会  ６回 

 

５． その他 環境活動等  

 

（１） 環境マネジメントシステムの導入 

環境保全活動の更なる充実と中小企業者に対するＥＭＳ導入促進支援並びに地球環境

への社会的責任を果たすことを目的に、ＩＳＯ１４００１環境マネジメントシステムの

導入を計画し、平成２９年９月１日から運用し平成３０年２月８日に認証登録を取得し

た。主な環境目標と平成２９年度の実施状況を記載する。 
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①電気使用量の削減 

平成２８年度の実績値の０．５％低減を目標値６３，５４８ｋＷｈとし、パソコン・

複合機を省エネ機にリース交換、蛍光灯本数の見直しを実施し、電気使用量の低減に努

めた。しかし、１２～３月の気温が、冬型の気圧配置が強まり気温が例年より低く、個

別空調による暖房の使用頻度が増加したため、電気使用量が６４，１３５ｋＷｈと０．

９％増加した。  

②環境人材の育成 

「環境管理」機関誌等で最新情報発信：毎月最新の環境情報を会員企業や購読者に毎月

約 350 冊を発信し、環境人材の育成に寄与した。（目標達成） 

 

（２） 「えるぼし認定」一般事業行動計画進捗状況        

「えるぼし」とは、『女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推

進法）』に基づく認定制度および、その認定マークの愛称です。平成２８年４月１日に

全面施行された女性活躍推進法では、行動計画を策定し届出を行った企業のうち、一定

の基準を満たし、女性活躍推進に関する状況などが優良な企業について、都道府県労働

局への申請により、厚生労働大臣がこれを認定する制度を設けています。当協会は、平

成２９年８月２３日に認定段階２を取得した。平成２９年度は下記の２つの目標を掲げ

推進しました。 

①目標１ １人当たり年間所定外労働時間数を１６５時間/人未満に設定  

実績値は、１８４時間/人（１１２％）となり未達成。 

②目標２ 一人当たり年次有給休暇取得日数を１４日/人以上に設定  

実績値は、 １８．８日/人となり目標を達成。 

 

 

第十二 総会及び理事会 

 

１．総会 

（１）平成２９年度定時総会 

平成２９年６月２０日、エッサム神田ホールにおいて３７６名（委任状提出者を含

む）が出席して開催され、以下の各議案について審議の結果、全議案が原案どおり承認、

可決された。 

第１号議案 平成２８年度収支決算について 

第２号議案 理事及び監事の選任について 

報告事項  平成２８年度事業報告の件 

平成２９年度事業計画及び平成２９年度収支予算の件 

公益目的支出計画実施報告の件 
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２．理事会 

 

（１）第１３２回理事会 

平成２９年５月３１日、エッサム神田ホールにおいて理事１８名のうち１１名が出席

して開催され、以下の各議案について審議の結果、全議案が原案どおり承認、可決され

た。 

第１号議案 平成２８年度事業報告（案） 

第２号議案 平成２８年度収支決算（案） 

第３号議案 公益目的支出計画実施報告（案） 

第４号議案 理事及び監事の選任（案） 

第５号議案 定時総会の日時及び場所並びに目的である事項（案） 

 

（２）第１３３回理事会 

平成３０年３月２３日、エッサム神田ホールにおいて理事１８名のうち１６名が出席

して開催され、以下の各議案について審議の結果、全議案が原案どおり承認、可決され

た。 

第１号議案 平成３０年度事業計画書（案） 

第２号議案 平成３０年度収支予算書（案） 

 

第十三 登記事項 

 

１．理事変更登記 

 

平成２９年度定時総会において選任された１８理事、３監事の登記を完了した。 
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第十四 会員等の異動 

 

平成３０年３月３１日現在の会員の状況は、下表のとおりである。 

 

第十五 平成２９年度事業報告 附属明細書 

 

 平成２９年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規

則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が

存在しないので、作成しない。 

 

 

 

 

 

 

区分 本年度期首現在数 入会 退会 現在数 

本部 ２４７ １３ １６ ２４４ 

北海道支部 ２０ ０ １ １９ 

東北支部 ２６ ０ １ ２５ 

中部支部 ７３ ０ ３ ７０ 

関西支部 ８４ ２ ２ ８４ 

中国支部 ７５ ０ ６ ６９ 

四国支部 ６１ ０ １ ６０ 

九州支部 ４０ ０ ５ ３５ 

計 ６２６ １５ ３５ ６０６ 
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別表 

 

 組織表 

① 本部組織表 

役員 
部門／センタ

ー 
室 分掌事務 

 

会長 

専務理

事 

執行理

事 

理事 

監事 

  コンプラ

イアンス

室 

・法令、内部規定等の遵守のための日常的管理・改善に関 

すること。 

・外国為替及び外国貿易法等非住居者向け技術等の提供に 

関すること。 

・各事業における業務規定等の評価及び改善の勧告に関す 

ること。 

・業務監査及びその結果に基づく勧告に関すること。 

・コンプライアンスに関する教育及び研修に関すること。 

総
務
部
門 

 総務室 ・協会業務の総合調整に関すること。 

・事業計画及び事業報告の作成に関すること。 

・総会及び理事会の庶務に関すること。 

・諸規程の整備に関すること。 

・人事、給与及び福利厚生に関すること。 

・職員の服務及び研修に関すること。 

・会員管理に関すること。 

・政府等に対する建議又は答申に関すること。 

・環境管理に係る発明、考案及び貢献等に対する表彰等に 

関すること。 

・環境管理に係る各種相談に関すること。 

・委託調査事業等の予算及び契約事務の監理に関するこ 

と。 

 経理室 
・経理に関する基本方針及び計画の立案に関すること。 

・収支予算書及び資金計画の作成に関すること。 

・収支決算報告書等の作成に関すること。 

・資金の管理及び運用に関すること。 

・会費、補助金、委託費等受入れに関すること。 

・借入金に関すること。 

・受託及び委託に係る契約の審査に関すること。 

・金銭、手形及び有価証券の出納及び保管に関すること。 

 企画・広

報室 

・協会業務の企画に関すること。 

・協会業務の広報に関すること。 

・機関誌「環境管理」の発行に関すること。 

・機関誌編集委員会に関すること。 
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環 

境 

管 

理 

部 

門 

人材育成・出版セン

ター 

・公害防止管理に関する教育事業・通信教育事業等の実施に 

関すること。 

・公害防止管理者等のリフレッシュ教育事業等の実施に関す 

ること。 

・環境経営、環境管理の推進に必要な人材のスキルアップ事 

業の実施に関すること。 

・環境マネジメントシステムの構築支援事業及びその他環境 

に係るコンサルティング、調査・教育・研修事業、受託事 

業の実施に関すること。 

・環境に係る各種書籍及び教科書の出版に関すること。 

・電子媒体等による情報提供サービス、環境に係る各種ソフ 

トウェアの頒布、顧客管理及び広報に関すること。 

国際協力・技術セン

ター 

・大気、水質、土壌及び産業廃棄物等に係る環境保全の技術 

的な調査、研究及び指導に関すること。 

・環境管理に必要な制度、技術及び手法等に係る専門家派遣 

及び海外研修生受入事業等並びに海外技術移転プロジェク 

ト等の実施に関すること。 

・環境管理技術及び製品の環境調和に係る標準規格について 

の調査 

・研究並びに国際標準対応国内委員会の運営及び事務局業務 

に関すること。 

エネルギー・環境マ

ネジャー登録室 

・省エネ・温室効果ガス削減等に係る人材の育成、評価・認 

定、登録管理に関すること。 

化 

学 

物 

質 

総 

合 

管 

理 

部 

門 

国際化

学物質

管理支

援セン

ター 

化学物質管

理情報室 

・サプライチェーンを通じた化学物質及び製品含有化学物質

に係る管理手法、制度的枠組み等の調査、研究及び開発に

関すること。 

・製品含有化学物質の情報管理に係る情報の収集、提供の実 

施に関すること。 

法令対応支

援室 

・化学物質管理法令に係る登録・届出等の支援に関するこ 

と。 

・化学物質管理法令に係る代理人の選任及び管理・監督に関 

すること。 

・化学物質管理法令に係る人材の教育・育成及びコンサルテ 

ィング等に関すること。 

・化学物質管理法令に係る運用等の調査、研究及び開発に関 

すること。 

ＪＡＭ

Ｐ情報

センタ

ー 

ＪＡＭＰ情

報業務室 
・製品含有化学物質等に関する情報伝達のためのＩＴ基盤の 

整備・運用、ＩＴ技術等に関する調査、研究及び開発、情 

報の収集、提供、啓発及び普及の各活動に関すること。 



-35- 

 

 

 

地
域
・
産
業
支
援
部
門 

地域・

産業支

援セン

ター 

事業企画

室 

・地域・産業に関連する振興計画等の策定及び地域特性、エ 

ネルギー需給量、事業化可能性等に係る調査・研究並びに 

事業実施支援に関すること。 

・地域・産業に関連する政策の検証・評価に関すること。 

・地域・産業に関する展示会の企画立案、運営、広報に関す 

ること。 

・その他、環境プロジェクト支援部門に関する企画・立案、 

統括業務全体に関すること。 

 事業支援

室 

・地域・産業に関連する事業者間連携、市場開拓支援等、事 

業創出支援に関すること。 

・地域・産業に関連する政策プロジェクト等の事業管理支援 

に関すること。 

ＬＣＡ

事業推

進セン

ター 

ＬＣＡ事

業室 

・ ＬＣＡ手法の研修事業及び導入支援（コンサルティング） 

事業の実施に関すること。 

・ＬＣＡ計算ソフトの開発及び頒布に関すること。 

・ＬＣＡデータベース管理運営及びＬＣＡに関するフォーラ 

ムの運営に関すること。 

・環境適合設計（ＤｆＥ）に係る調査及び研究に関するこ 

と。 

・環境配慮設計に係る手法、データ及び制度についての情報 

の収集・発信並びに海外関係機関との交流、協働等に関す 

ること。 

エコデザイ

ン事業室 
・定量的環境情報開示事業(ＪＥＭＡＩ環境ラベル事業等)の運用に 

関すること。 

・ライフサイクルにおける環境負荷の低減化事業の実施に関するこ 

と。 

試
験
部
門 

公害防

止管理

者試験

センタ

ー 

試験室 ・試験センターの基本的事項に係る企画、立案等に関するこ 

と。 

・試験実施の総括に関すること。 

・試験の啓発、普及及び広報に関すること。 

・経済産業大臣及び環境大臣からの委託又は指定による公害 

防止管理者等資格認定講習の企画並びに実施に関するこ 

と。 

・公害防止管理者等の能力向上に係る情報提供等の活動の企 

画立案に関すること。 
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環境マネジメ

ントシステム

審査員評価登

録センター 

評価登録

室 

・審査員の評価、登録の管理。 

・審査員の力量評価に係る試験問題の立案作成。 

・審査員の力量向上に係る調査研究及び啓発普及。 

・評価登録内外関係機関と連携。 

研修コー

ス登録室 
・審査員の訓練に係る研修コースの承認、登録の管理。 

・研修機関との連携。 

 

 資源・リサイ

クル促進セン

ター 

 ・廃棄物の発生抑制及び資源としての有効利用に係る 

技術・システムの調査、奨励及び普及に関すること。 

・廃棄物の発生抑制及び資源としての有効利用に係る 

状況の把握及びその情報提供に関すること。 

・廃棄物の発生抑制及び資源としての有効利用に 

係る啓発及び学習支援に関すること。 

産業と環境の

会センター 

 ・研究会・委員会等事業に関すること。 

・会員に提供する情報サービス事業に関すること。 

・調査・研究及び普及啓発事業に関すること。 

アーティクル

マネジメント

推進協議会 

業務推進

室 

・サプライチェーンを通じた製品含有化学物質等の管理及び 

情報開示・伝達に関すること。 

・会員組織及び各委員会の運営及び管理に関すること。 

・アーティクルマネジメントに係る情報の収集・提供、調 

査・研究、啓発及び普及その他の各活動に関すること。 

プロジェクトチーム 

企画委員会事務局、ＩＴ・広報推進チーム、環境サイトアセッサー評価登録室チーム、 
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② 支部及び試験部門分室組織表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支部名（分室名） 役職名 分掌事務 

北海道 

東北 

関東 

中部 

関西 

中国 

四国 

九州 

支部長 
事務局長  

（分室長）  

支部業務全般 

（試験実施事務） 



 

 

 


